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奈良市ファミリー・サポート・センター事業業務委託仕様書（案） 

 

１ 目的 

少子化社会の子育てにおいて、地域における育児の援助を行いたい者と育児の援助を受

けたい者を会員として組織し、会員相互の育児に関する援助活動を実施することにより、

地域での子育て支援の基盤形成、仕事と家庭の両立支援及び男女共同参画社会の形成に資

するとともに、新たな子育て支援のニーズに対応し、児童の健全育成を図ることを目的と

して、奈良市（以下「発注者」という。）と事業を実施する団体（以下「受注者」という。）

とが業務委託契約を締結するもの。 

２ 業務内容 

次に掲げる業務を実施すること。 

 ⑴ 会員の募集、登録その他の会員組織業務に関すること。 

  ア 会員募集のための広報媒体等の作成、情報発信等の広報活動を行うこと。 

  イ 奈良市ファミリー・サポート・センター会員証の作成及び発行を行うこと。 

  ウ 会員名簿の作成及び管理を行うこと。また、年度ごとに会員の更新・整理を行うこ

と。 

 ⑵ 相互援助活動の調整・把握等に関すること。 

  ア 援助会員の円滑な援助実施と、依頼会員への適切な援助の提供が行われるように、

調整に努めること。 

イ 事前打合せにおいて、相互援助活動の内容等に不明点が無いように指導、確認を行

うこと。 

ウ 相互援助活動実績の内容把握と管理を適切に行うこと。 

  エ 会員間のトラブルに対して助言を行い、適切に対応すること。 

 ⑶ 相互援助活動に必要な入会時の説明会及び講習会の開催に関すること。 

  ア 説明会の回数については月２回以上（うち１回は、原則毎月第１土曜日に実施）と

し、実施場所は各地区の状況に応じて、発注者と協議して開催すること。 

  イ 講習会の回数については年４回以上とし、実施場所は各地区の状況に応じて、発注

者と協議して開催すること。 

 ⑷ 会員の交流会、研修会等の開催に関すること。 

  ア 会員の交流を深め、情報交換の場を提供するための交流会を年２回以上開催するこ

と。 

  イ 会員の知識及び技術の向上等を目的とした研修会（スキルアップ講座）を年５回以

上開催すること。 

 ⑸ 広報に関すること。 

  ア 業務内容に関するチラシやリーフレット等を作成し、周知及び啓発を行うこと。 

  イ 会員に対する情報提供、事業のＰＲ及び会員増加につながるよう広報紙等を交流会



又は講習会の開催の時期、若しくは会員の更新の時期等に年３回以上発行すること。

なお、広報紙等の発行に当たっては、必ず発注者の承認を得ること。 

⑹ 毎月の会員数・活動状況の報告書及び各種集計表の作成に関すること。 

 ⑺ 子育て支援関連施設・事業その他関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑻ その他事業の実施に必要な業務。 

３ 会員 

 ⑴ 会員は、育児の援助を行いたい市民（援助会員）、育児の援助を受けたい市民（依頼

会員）及びその両方を兼ねる市民（両方会員）で構成される。 

【会員種別】 

援助会員：子どもが好きで、育児や保育の経験がある１８歳以上の市民 

依頼会員：おおむね生後３か月から小学校６年生までの子どもがいる市民 

両方会員：依頼会員と援助会員の両方を兼ねる市民 

 ⑵ 会員登録希望者は、原則指定された説明会、講習会等を受講し、入会申込書をセンタ

ーに提出し、その承認を受けること。会員登録をした場合には、奈良市ファミリー･サ

ポート・センター会員証を発行する。 

 ⑶ 会員は、相互援助活動により知り得た他人の家庭の事情等については、プライバシー

を侵害したり、秘密を漏らしたりしてはならない。 

 ⑷ 会員は、会員間において物品のあっせん・販売・勧誘等、センターの目的に反するよ

うな行為をしてはならない。 

 ⑸ 会員は、センターを退会しようとするときは、その旨をセンターに届け出ること。ま

た、会員証をセンターに返還すること。 

４ 相互援助活動 

 ⑴ 内容 

  ア 依頼会員が社会参加するとき等に、援助対象児童を預かること。 

  イ 保育施設等の保育開始時まで、又は保育終了後、援助対象児童を預かること。 

  ウ 学校の放課後、援助対象児童を預かること。 

  エ 保育施設等まで援助対象児童の送迎を行うこと。 

  オ その他育児の援助が必要なときに、援助対象児童を預かること。 

 ⑵ 範囲 

  ア 援助対象児童を預かる場所は、会員の自宅、児童館や地域子育て支援拠点等、援助 

対象児童の安全が確保できる場所とする。 

  イ 活動時間は、原則として午前７時から午後１０時までとし、宿泊は行わないものと

する。 

 ⑶ 実施 

  ア 依頼会員が相互援助活動を依頼するときは、事前にセンターに申込みを行い、アド

バイザーが援助の内容、日時、援助対象児童の健康状態等を確認の上、申込み内容に



相応しい援助会員と調整し、依頼会員に紹介する。 

  イ 依頼会員は、紹介された援助会員と援助の内容、日時、方法等について事前打ち合

わせを行う。 

  ウ 依頼会員は、事前の依頼内容以外の援助を求めてはならない。 

  エ 援助会員は、援助実施後、活動記録を作成し、依頼会員の確認を受けなければなら

ない。 

  オ 援助会員は、活動記録を 1 か月に１回、センターに提出するものとする。 

５ 報酬 

  援助を受けた依頼会員は、援助会員に対し当該援助終了後、報酬を支払うものとする。

報酬の額は、奈良市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱第８条別表に定める。 

６ 事務局 

 ⑴ 事務局所在地 

奈良市三条本町１３番１号 奈良市保健所・教育総合センター 

奈良市ファミリー・サポート・センター 

 ⑵ 実施日 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

  ※ 休業日：土曜日（説明会を実施する場合を除く）、日曜日、国民の祝日に関する法

律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日、１２月２９日から翌年１月３日

まで 

  ただし、市長が必要と認めた時は、事業の実施時間及び実施日を変更することがある。 

 ⑶ 実施時間 

午前９時～午後５時 

７ 職員の配置 

基本的な職員配置は、次のとおりとする。なお、受注者は労働関係法規、男女雇用機会

均等法及び労働安全衛生法の趣旨をよく理解し、職員の職場環境を良好かつ安全になるよ

う努めなければならない。 

 ⑴ アドバイザー（非常勤の者も可）を３名配置すること。なお、勤務は常時２名以上と

すること。 

 ⑵ アドバイザーのうちから責任者１名を置くこと。 

 ⑶ アドバイザーは、２業務内容に規定する事務等を処理すること。 

⑷ アドバイザーの資質向上のため、毎年４月中に年間の研修計画を策定し、発注者に提

出すること。また、研修を実施した際は、その概要及び参加者等を記載した研修記録を

速やかに発注者に提出すること。 

８ 補償 

センターは、相互援助活動中に生じた事故等に対応するため、賠償責任保険及び傷害保

険に加入するものとし、当該保険料については、発注者が負担する。 



９ 事故対応 

 ⑴ 会員は、相互援助活動中に生じた事故については、当該相互援助活動の当事者である

会員間において解決しなければならない。 

 ⑵ 相互援助活動中に会員又は会員の子どもが傷害等を被った場合の補償については、発

注者が加入する保険の補償の範囲内とする。 

10 センターの活動 

受注者は、事前に計画･内容等を十分に検討し、次に掲げる計画書等を発注者に提出す

ること。 

 ⑴ 年間活動計画表 

年間の活動予定を把握するため、４月中に作成し、発注者に提出すること。 

 ⑵ 月間活動計画表 

活動予定の最終確認のため、実施月の前月１５日までに作成し、発注者に提出するこ

と。 

11 センターの会員数・活動状況の報告等 

 ⑴ 会員数及び活動状況の報告 

受注者は、センターの会員数及び活動状況等を明確にするため、毎月、報告書を作成 

し、月末までの業務終了後、速やかに発注者に報告しなければならない。 

 ⑵ その他の各種集計表の報告 

受注者は、毎月、各種集計表を作成し、月末までの業務終了後、速やかに発注者に報 

告しなければならない。 

 ⑶ 収支決算書の提出 

年間の業務委託が完了した後、受注者は速やかに収支決算書を発注者に提出しなけれ 

ばならない。 

12 要望等への対応 

会員の要望等の中には、センターをさらに充実・発展させる材料が多く含まれていると

思われるので、申出があった場合は、次のような処理体制をとること。 

 ⑴ 要望等の処理は、原則として受注者が対応し、処理すること。また、その内容を記録

し、速やかに発注者に報告すること。 

 ⑵ 受注者は、利用者の満足度調査（アンケート等）を実施し、調査終了後に調査報告書

を発注者に提出すること。また、必要に応じて会員の個別の要望等について、調査を行

うこと。 

13 委託料の対象経費 

  委託料の対象となる経費については、次のとおりとする。 

 ⑴ 職員等の人件費（給与・賞与・法定福利費・研修費等） 

 ⑵ 報償費（講師謝礼金等） 

 ⑶ 旅費 



 ⑷ 需用費（消耗品費・印刷製本費等） 

 ⑸ 役務費（通信運搬費・保険料等） 

 ⑹ 使用料及び賃借料（会場借上料等） 

 ⑺ 備品購入費 

 ⑻ その他事業の実施に直接必要と認められるもの 

14 事務経費の執行 

執行に当たっては、帳簿その他の関係書類を整備し、発注者から提示を求められたとき

は、いつでも明らかにできるように透明性のある執行に努めること。また、事業に必要な

消耗品その他の物品は、受注者が購入することができる。その際には、経費の節減に努め

ること。 

15 その他 

 ⑴ 使用中の発注者の備品及び委託料で購入した備品は、すべて発注者に帰属する。 

 ⑵ 委託契約の継続に関しては、今後の奈良市の施策方針により変更する場合がある。ま

た、委託契約事項を遵守しない等、当該事業を継続させることが適切でないと発注者が

認めるときは、委託期間中であっても契約を解除する可能性がある。この場合、受注者

の損害に対しては、発注者は賠償の責任を負わない。 

 ⑶ 受注者として選定された場合、現受注者との間で業務を円滑に引継ぐこととする。な 

お、引継ぎにかかる費用について発注者は一切の負担を行わない。 

同様に、委託期間終了等により、次期受注者に引継ぐ場合は、円滑な引継ぎに協力する 

とともに、業務引継書を作成し、必要なデータ等について無償で提供すること。作成し 

たパンフレットなどの広報媒体についても、適切な引継ぎがなされるよう協力すること。

なお、引継ぎにあたっては、市民サービスが低下しないよう、十分注意すること。 

 ⑷ 本仕様書に不足又は不明な箇所については、発注者及び受注者が協議の上、決定する。 


